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（注） 記事の要約とその和訳はROTOBOによるものです（記事の要約は必要に応じて

ROTOBOで補筆・加筆をしています）。記事の内容は、基本的にロシア側メディアの発

表に基づいており、当会の見解を示すものではありません。なお、情報のご利用は内部

限りにてお願い致します。また、引用・二次使用は固くお断り申し上げます。 
 
１．経済全般 
 
2026.06.19 
ロシア中央銀行、政策金利を14.25％に引き下げ 
６月19日付Vedomostiによると、ロシア中銀理事会は同日の会合で政策金利を25ベーシスポイント（bp）引き下

げ、14.25％とした。中銀は、中期的な見通しではインフレリスクが依然としてデフレリスクを上回っていると指摘し

た。その要因として、高いインフレ期待、労働生産性の伸びを上回るペースで賃金上昇が長期間続いていること、

世界経済の見通しの悪化、地政学的緊張を背景とした世界的な物価上昇圧力の高まりを挙げた。また、自動車

用燃料の生産が一時的に減少したことも、インフレリスクを高める要因だと付け加えた。ロシア統計局（ロススタッ

ト）のデータによると、６月９～15日のインフレ率は前週の0.2％から0.15％に低下した。６月初めから６月15日ま

での物価上昇率は0.38％、年初来では3.68％となり、2025年の年初から６月15日までの3.37％を上回った。前

回４月24日の会合後、中銀は年末時点の政策金利見通しを12～13％から14～14.5％へ引き上げた。これは、

2026年のインフレ率見通しを見直したことを反映したものである。２月には、2026年の物価上昇率予測も従来の

４～５％から4.5～5.5％へ上方修正している。エリヴィラ・ナビウリナ中銀総裁は「アリファ・サミット」で、2026年の

中銀の課題は、経済に悪影響を及ぼすことなく、同時にインフレに歯止めをかけることができる政策金利の水準を

選択することだと述べた。一方、マクシム・レシェトニコフ経済発展大臣は、金融政策のさらなる緩和を支持する論

拠はますます増えているとの認識を示した。同大臣は、2026年第１四半期の工業製品生産者物価指数は４％低

下し、製造業では0.6％低下したことから、サプライヤー側から小売市場への価格圧力は弱まっていると説明した。

そのうえで、政策運営には裁量の余地があるとしつつも、政策金利を一度に大幅に引き下げたうえで据え置くの

か、それとも段階的に引き下げるのかは、中銀の専権事項だと述べた。 
 
2026.06.19 
中央銀行、2026年上半期のロシアの経済成長率を0.5％と予測 
６月19日付Vedomostiによると、ロシア中銀は2026年上半期の国内総生産（GDP）の成長率を約0.5％と予測し

ている。エリヴィラ・ナビウリナ中銀総裁が、中銀の会合後の記者会見で明らかにした。同総裁によると、年初数カ

月は経済の勢いが弱かったものの、４月に向けて状況は改善した。さらに、ロシア統計局（ロススタット）のデータ

では、第１四半期のGDPは0.2％減少したが、その大部分は一時的な要因によるものだと指摘した。また、中銀が

金融政策をさらに緩和できる余地は以前より限定的になったとの認識も示した。会合参加者の間では、政策金利

をさらに引き下げる余地は縮小しているとの認識で一致したものの、その縮小の程度については最終的な評価に

至っておらず、次回会合で引き続き議論する予定だとして、記者会見を締めくくった。 
 
2026.06.19 
ロシア経済発展省、政策金利をさらに引き下げる余地があるとの見方 
６月19日付Interfaxによると、ロシア経済発展省は、現在の経済動向を踏まえると、ロシア中銀には政策金利をさ

らに引き下げる余地が残されているとみている。同省の広報担当者は記者団に対し、「現在の経済動向を考慮す
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ると、政策金利を引き下げる余地はまだあると考えている」と述べた。中銀は６月19日、政策金利を年率14.5％か

ら14.25％へ引き下げた。アナリストの大半は、中銀が今回も現在の利下げサイクルにおける標準的な幅である

50ベーシスポイント（bp）の利下げを実施すると予想していたが、一部の専門家は、より小幅な利下げも想定して

いた。中銀は声明で、今回の決定について、国家予算からの圧力の高まりや燃料生産の一時的な減少によるイ

ンフレリスクを理由として挙げた。また、ここ最近では初めて、労働市場の逼迫の緩和ペースが鈍化していること

にも言及した。25bpという小幅な利下げが実施されたのは2020年７月以来６年ぶりである。当時は政策金利の水

準が現在より大幅に低かったため、4.5％から4.25％への引き下げという「微調整」が適切と判断されていた。 
 

図表１ ロシアの政策金利とインフレ率の推移 

 
 
2026.06.19 
2025年、ロシアからの送金額はアルメニアGDPの８分の１ 
６月19日付Primeによると、アルメニア中央銀行のデータを分析した結果、2025年に国外からアルメニアへ送金さ

れた資金のうち、最大の送り元はロシアで、その金額は約40億ドルと、同国GDPの約８分の１に相当することが

明らかになった。2025年通年のロシアからアルメニアへの送金額は39億ドルに達した。2025年のアルメニアの

GDPは295億ドルだったことから、ロシアから流入した資金は同国経済の約８分の１に相当することになる。ロシ

アに次いで送金額が多かった国は、米国（７億3,380万ドル）、英国（２億730万ドル）、スイス（１億3,190万ドル）な

どであった。アルメニア議会は３月、同国の欧州連合（EU）加盟プロセスの開始を定める法律を採択し、４月には

ヴァアグン・ハチャトゥリャン大統領がこれを承認した。一方、ロシアのプーチン大統領は、アルメニアのニコル・パ

シニャン首相との会談で、EUとユーラシア経済連合（EAEU）の双方と同時に関税同盟関係を維持することはでき

ないとの考えを示した。EAEUから離脱した場合、アルメニアは加盟国として享受してきた通商上の特権、すなわ

ち加盟国共通の５％という低い統一関税率や、一部品目について認められている無関税輸入の権利などを失う

可能性があるという。 
 
2026.06.19 
AmCham会頭、米国企業はロシアでの事業再開の機会を待っている 
６月19日付RIA Novostiによると、在ロシア米国商工会議所（AmCham）のロバート・エイジー会頭は、米国企業

はロシアでの事業再開を望んでいると語った。同会長は、ロシアには大きな潜在力があり、それが「米国企業が現

代の多くの課題を克服するのに役立つ」との考えを示した。「ロシアは肥料の最大の生産国の一つだ。これらの肥
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料やその他の製品は容易に米国へ輸出することができる。また、米国のIT企業や航空会社も状況を注視している。

彼らは、かつてロシアで事業を展開していたものの、撤退を余儀なくされた企業だ。そのため現在、ロシアでの事

業を再開する機会を待ち望んでいる」とエイジー会頭は述べた。また、同会長は、ジョー・バイデン前米政権下で

は、ドナルド・トランプ現米大統領政権下と比べてビジネス環境は「はるかに困難だった」と強調したうえで、「我々

は、現政権、つまりトランプ政権がロシアと米国の経済対話を模索したいと考えていることを知っている。今日すで

に二つの分野、つまり文化と商業において対話が進められている。コミュニケーションが必要だ。それが一番肝心

なことだ。バイデン政権下ではコミュニケーションというものが全くなかった」と付け加えた。これに先立ち、プーチ

ン大統領は、ロシア市場から撤退した企業が「無礼を働いたり、跡を濁したりしていなかったのであれば」、ロシア

はそうした企業の復帰を歓迎すると述べていた。ただし、外国企業の復帰を検討する際には、ロシア政府は国内

企業の利益を最優先に考えると強調した。 
 
2026.06.22 
ロシア中央銀行、年末まで政策金利を微減にとどめる見通しか 
６月22日付Izvestyaによると、ロシア中央銀行は６月19日、主要政策金利（キーレート）を0.25パーセントポイント

引き下げ、14.25％とした。市場では0.5パーセントポイントの利下げを予想する向きが多く、今回の決定はそれを

下回る小幅なものとなった。また、これに先立ち、プーチン大統領も利下げの必要性に言及していた。そのため、

政策金利が依然として２桁台にある現状を踏まえると、0.25パーセントポイントの利下げは極めて小幅なものと言

える。さらに中央銀行は、今後の金融政策について極めて強い引締め姿勢を示唆した。記者会見では、ここ数週

間、公の場に姿を見せていなかったエリヴィラ・ナビウリナ総裁がアレクセイ・ザボトキン副総裁とともに出席し、政

策金利を引き下げる余地は縮小しているとして、７月には年間平均政策金利の見通しを上方修正する可能性が

あるとの見方を示した。金融政策の決定に当たり、中央銀行が最も重視するのはインフレ率である。しかし、足元

のインフレ率は制御可能な水準にあるように見える。会合後に公表されたプレスリリースでは、第１四半期の物価

上昇率が年率換算で8.7％だったのに対し、４～５月には2.1％まで鈍化したことが指摘されている。ただし、ナビ

ウリナ総裁は、これは多くの点で「一時的な要因」によるものだと強調した。また、中央銀行のプレスリリースでは、

「持続的なインフレ率の予測はここ数カ月間で若干低下したものの、依然として年率４～５％の範囲内にあり、６月

15日時点の年間インフレ率は5.6％であった」と説明している。 
 
2026.06.22 
ブラジルがロシアとの決済に両国通貨使用の意向表明 
６月22日付Vedomostiによると、セルジオ・ロドリゲス・ドス・サントス駐ロシア・ブラジル大使がRIAに対し、ブラジ

ルの目標はロシアとの決済において両国通貨を使用することにあると述べた。同大使は、「現時点でブラジルとロ

シアの二国間決済において両国通貨が使用されているという情報はないが、これが我々の目標である」と語った。

同大使によると、この問題は貿易不均衡のため困難になっており、両国通貨建ての決済に移行するためにはこの

不均衡を是正する必要がある。 
 
2026.06.22 
ロシア国内の西側企業資産が1,650億ドル減少 
６月22日付Vedomostiによると、ロシア国内の「非友好国」の資産は2022年初め時点で総額4,810億ドル相当で

あったが、2025年には49％減少して2,440億ドルになった。一方、各企業の決算報告のデータによると、友好国

および中立国の企業の資産は2022年の260億ドルから2025年には２倍以上の530億ドルとなった。すべての外

国企業の資産を合計すると、2022年の3,460億ドルから40％減少して2025年には2,080億ドルとなった。外国企

業の自己資本は約58％減少して総額820億ドルになった。最も大幅に減少したのはエネルギー（740億ドル減）、

金融（300億ドル減）、自動車（210億ドル減）の各分野である。外国企業4,265社のうち2,350社（55％）がロシア

事業を継続した一方で、1,915社は撤退もしくは事業を停止した。「非友好国」企業3,420社のうち撤退および事業

を停止した企業は1,820社に上った。「非友好国」企業は2022～2025年の撤退および事業凍結によりロシアにお
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いて6,100億ドル以上の売上高ならびに160億ドル以上の純利益を失った。そのうち大手100社が上記の４年間で

ロシアにおいて逸失した売上高は3,480億ドル、純利益は160億ドルであった。また、専門家の推計によると、利

益の逸失、資産売却時の値引き、資産の減損および国有化による外国企業の損失を合計すると1,000億ドルを

上回るという。売上高の逸失が最も多かったのは、自動車（2,150億ドル）、消費財（1,150億ドル）、および電子機

器やその他の機器メーカー（940億ドル）である。最大手投資会社BlackRockの損失は約170億ドル、ドイツの

Wintershall Deaの資産没収による損失は80億ドルに上った。ドイツのUniperは2022年の決算報告で、ロシア子

会社ユニプロの支配株を失い連結除外したことおよびこれに伴い48億ドルの減損処理を行ったことを発表した。

さらに、同社は、ノルドストリーム２プロジェクトにおける持分の減損により30億ドルの損失を計上した。Shellは
2024年以降年間約850億～1,000億ルーブルの純利益を失った。同社がロシア国内プロジェクトからの撤退によ

り被った損失は42億ドルに上る。Renault（資産評価額25億ドル）、Carlsberg（76億ドル）、McDonald’s（12億ド

ル）、Danone（８億ドル）等、一部の大手企業は十分な補償なしに資産を失うこととなった。大手外国企業100社
のうち64社はロシアから撤退もしくはロシア事業を停止し、そのうち18社が買い戻しの可能性を有しているという。

世界のGDP上位100カ国のうち、ロシアは2024年の外国直接投資（FDI）純流入額で91位に後退した。ロシアか

らの流出額はGDPの0.4％に上った。なお、2021年の純流入額はGDP比2.2％でロシアは59位であった。 
 
2026.06.24 
2026年１～５月のロシアの並行輸入額は87億ドル 
６月24日付TASSによると、2026年１～５月のロシアの並行輸入額は87億ドルとなり、５月単月では約23億ドルで

あった。「ロシア小売週間フォーラム」の会場で、ロマン・チェクショフ産業商業次官が明らかにした。同次官は、５

月の輸入額が約23億ドルに達したのは、夏季に向けて並行輸入が増加する季節的要因によるものだと説明した。

一方で、並行輸入による供給量は全体として安定しているという。「われわれは並行輸入額の目標値を設定して

いるわけではない。さらに言えば、その増減自体を目標としているわけでもない。現時点の傾向を見ると、2026年
の並行輸入額は減少するというよりも、月間15億～20億ドル程度で安定している」と同次官は強調した。 
 
 
２．産業動向 
 
（１）エネルギー 

2026.06.19 
ロスネフチ、サハリン１からのExxonMobil撤退の影響を克服 
６月19日付Oilcapital.ruによると、ロスネフチは、オドプト鉱区の新たなドームの稼働開始と全ライセンス区画での

同時掘削により、サハリン１の生産量を従来の計画を20％上回る水準まで引き上げた。ロスネフチのイーゴリ・セ

チンCEOは、2022年に米国のExxonMobilが一方的に同プロジェクトから撤退したことに言及した。その後、設備

供給やエンジニアリング支援を担っていた主要な外国企業や外国人スタッフもプロジェクトを離れた。セチンCEO
は、大統領令に基づきプロジェクトの運営がロスネフチへ移管された当時の状況は、緊急事態に近いものだった

と説明した。その後、ロシア側は極めて短期間のうちに、炭化水素の安定した生産・輸出を維持するとともに、ハ

バロフスク地方向けのガス供給も再開した。さらに、オドプト鉱区南ドームで新たな採掘を開始した。同施設は今

年稼働を開始し、すでに日量2,600ｔという過去最高の初期生産量を記録している。また、2026年にはプロジェクト

の３つのライセンス区画すべてで大規模な同時掘削を実施した。こうした取り組みの結果、生産量は前オペレータ

ーが策定した計画を20％上回った。2022年10月以降、生産物分与契約（PSA）に基づくオペレーター機能は、

Exxon Neftegaz Ltd.に代わり、ロシア企業の有限責任会社「サハリン１」が担っている。同社は株式会社サハリン

モルネフチェガス・シェリフの傘下にあり、新オペレーターに対するロスネフチの持分は11.5％（PSA上の出資比

率に基づく）、RN-アストラ株式会社は8.5％を保有している。ExxonMobilはロシアでのすべての事業を停止し、同

プロジェクトから撤退すると発表した一方、日本のSodeco（30％）とインドのONGC（20％）はプロジェクトへの参

加を継続している。 
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2026.06.19 
ロスネフチ、2025年にロシアの国庫へ５兆ルーブル以上を納付 
６月19日付Kommersantによると、ロスネフチは2025年、税金その他の納付金としてロシアの国庫に合計５兆ル

ーブル超を納付した。同社のイーゴリ・セチンCEOが年次株主総会で明らかにした。「長年にわたり、当社はロシ

ア連邦最大の納税者であり続け、連邦予算の歳入形成および国の社会経済発展の実現において主導的な役割

を果たしている」と同CEOは述べた。2025年のロスネフチのIFRS（国際財務報告基準）ベースの純利益は2,930
億ルーブルとなり、前年比73％減となった。EBITDAも28.3％減少した。同社は、こうした業績悪化の要因として、

中央銀行の高い政策金利を挙げている。 
 
2026.06.19 
ガスプロム、オランダ企業Gasunieの子会社及び法律事務所２社を提訴 
６月19日付TASSによると、商事裁判事件データベースによれば、ガスプロムはロシアの裁判所に対し、オランダ

のガス輸送会社Gasunie Transport Services（GTS）とオランダの法律事務所２社を被告とする訴訟を提起した。

訴状は６月18日にサンクトペテルブルク・レニングラード州商事裁判所へ提出された。請求内容は、外国裁判所

の判決または外国仲裁判断の承認・執行に関するものである。被告は、GTS、法律事務所De Brauw 
Blackstone Westbroek、執行官事務所Groot & Eversの３者である。「ガスプロム・エクスポート」は2024年春、

GTSに対し、オランダ北部地方裁判所での訴訟手続の継続を禁止するよう求めた裁判ですでに勝訴している。サ

ンクトペテルブルク・レニングラード州商事裁判所は、禁止命令に違反した場合、GTSに対し、ガスプロムへ２億

7,540万ユーロを支払うよう命じている。GTSは、オランダのエネルギー会社Gasunie（ノルド・ストリーム・ガスパ

イプライン運営会社の株主の一つで、９％を出資）の100％子会社であり、オランダのガス輸送システムの所有・

運営を担っている。 
 
2026.06.19 
カザフスタン、ロシア・中国ガスパイプライン計画への参加に意欲 
６月19日付Oilcapital.ruによると、カザフスタンは、ロシア・中国間の輸出用ガスパイプラインプロジェクトへの参加

に前向きな姿勢を示しているものの、同国を通過するルートについては、まだ最終決定には至っていない。カザフ

スタンのカイイルハン・トゥトクィシバエフ・エネルギー次官は、ルートが決定すれば、ロシアから中国へのガスパイ

プライン敷設への参加を排除しないとの考えを示した。ただし、交渉はまだルートを確定する段階には至っておら

ず、現在は財務面や輸送スキーム、代替ルートの可能性などについて検討が進められているという。同次官は、

現時点でパイプラインがカザフスタン領内を通過すると結論づけるのは時期尚早だと強調した。一方で、プロジェ

クトがカザフスタン経由のルートを採用することになれば、同国として必要な協力を行う用意があると述べた。ただ

し、現時点では具体的な合意には至っていないという。５月末には、カザフスタンのエルラン・アッケンジェノフ・エ

ネルギー大臣が、年間350億㎥のガスをカザフスタン経由で輸送するルートに同国は関心を持っていると表明し

た。同大臣は、このトランジット輸送によって北部および東部の州のガス化をさらに進めることができるとし、カザフ

スタンは必要な保証や条件をすべて提供する考えを示した。 
 
2026.06.20 
2026年１～５月、中国のロシア産原油輸入量が20.2％増加 
６月20日付TASSによると、中国税関総署のデータでは、中国が2026年１～５月にロシアから輸入した原油は

4,898万8,000ｔとなり、前年同期比20.2％増加した。輸入額は271億2,300万ドルで、前年同期比27.96％増加し

た。５月単月では、ロシアから816万ｔ、59億6,300万ドル相当の原油を輸入した。なお、2025年通年のロシア産原

油の輸入量は１億72万3,000ｔであった。 
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2026.06.22 
インドのロシア産原油輸入量が増加 
６月22日付Kommersantによると、インドは中東紛争による供給遮断と価格高騰を補うためロシアからのエネル

ギー資源輸入量を増やした。ロイター通信が分析会社Kplerのデータに基づき報じたところによると、６月のインド

によるロシアからの原油輸入量は前月（日量213万バレル）を上回り、過去最高の日量255万バレルに達する見

込みである。６月のインドの原油輸入量（日量529万バレル）のうちロシア産の割合は50％に迫る見通しとされて

いる。中東紛争前はロシア産原油の割合は平均23％にとどまっていた。 
 
2026.06.22 
燃料市場の不安感と投機買いによりLPG価格が上昇 
６月22日付Kommersantによると、サンクトペテルブルグ国際商品取引所におけるLPG卸売価格が2024年秋以

来最高を記録した。関係者らによると、価格上昇の主な原因は燃料市場の不安感と供給減少だが、LPGは不足

していないという。６月22日の取引ではウラル・シベリア指数のLPG価格が１ｔ当たり約３万1,000ルーブル、ロシア

欧州部指数の価格は１ｔ当たり３万3,650ルーブルに達した。６月半ば以降、LPG価格は地域により20～30％以

上上昇した。業界関係者らによると、取引所における2026年のLPG販売量は前年同期を上回っている。 
 
2026.06.22 
ノヴァク副首相、各省庁に燃料市場安定化計画の策定を指示 
６月22日付Vedomostiによると、アレクサンドル・ノヴァク副首相が国内燃料市場の状況に関する会議を開催し、

価格動向、各地への供給状況、在庫について協議した。ロシア政府のMaxでの投稿によると、同副首相は関係省

庁に対し、現行の規制措置を考慮した上で市場安定化に向けバランスの取れたアクションプランを策定するよう

指示した。 
 
2026.06.23 
燃料市場に関するノヴァク副首相の発言 
６月23日付TASSによると、燃料市場に関するノヴァク副首相の主な発言は以下のとおり。 
ロシアの燃料市場の現状 
・ロシアの燃料市場は厳しい状況にあるものの、制御可能な範囲にある。 
・石油会社と政府当局による対策本部の会合が、ほぼ毎日開催されている。 
・ロシア政府は、これまで使用していなかった備蓄を放出した。 
採択済みおよび準備中の支援策 
・当局は、プーチン大統領の指示を受け、供給量拡大に向けた措置を策定した。 
・これらの措置により、一部地域やガソリンスタンドで断続的に発生している物流上の問題の解消が見込まれる。 
・ロシア当局は、ディーゼル燃料の輸出を全面的に禁止する可能性を検討している。 
・政府は、国内市場への燃料供給を促進するための法改正を準備しており、数日以内に検討する予定である。 
石油会社の取り組み 
・ロシアの石油会社は、燃料の生産量・供給量の最大化に取り組んでいる。 
・ロシアの製油所では、定期修繕を後ろ倒しして実施している。 
 
2026.06.23 
ソチでガソリン販売制限 
６月23日付Kommersantによると、現地メディア報道から、ソチ市クロルトヌィ大通りにあるガスプロムネフチのガ

ソリンスタンド１店舗で燃料販売が制限されたことが明らかになった。ガソリン給油１回当たりの上限は30リットル、

ディーゼル燃料については60リットルとされている。また、この店舗では容器による燃料購入が禁止されている。

暫定情報によると、この措置はパニックによる買い占めや買い溜めを防止するために講じられた。ドライバーらに
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よると、６月23日、ソチ市ラザレフスキー地区のガソリンスタンドでは長蛇の列ができたという。一方、燃料供給業

者は、ソチにおいて燃料不足は見込まれないと発表した。 
 
2026.06.23 
ヴォログダ州でも燃料販売制限 
６月23日付Kommersantによると、ヴォログダ州のルクオイルのガソリンスタンドでガソリンとディーゼル燃料の販

売が制限された。同州のゲオルギー・フィリモノフ知事は、燃料購入は自動車の燃料タンクへの直接給油のみとさ

れ、１回当たりの上限はガソリンが30リットル、ディーゼル燃料については60リットルとされていると発表した。幹

線道路沿いのガソリンスタンドでは、ガソリン販売の上限が30リットル、ディーゼル燃料については200リットルとさ

れている。同知事によると、ルクオイルは全国でこの販売制限を開始した。同知事は、同州ではガソリンは不足し

ていないと明言した。ガソリン販売は５月末からロシア国内各地で制限されている。クリミア共和国では６月21日
からガソリンスタンドにおける燃料の自由販売および引換券による供給が停止された。同共和国のセルゲイ・アク

ショノフ首長によると、燃料が供給されるのは同共和国の生活・安全推進を担当する公的機関のみである。22日
にはサラトフ州のロマン・ブサルギン知事が、同州のすべてのガソリンスタンドで自動車１台につきガソリン販売の

上限を30リットルとすることを発表した。ペンザ州でも23日から燃料販売が制限され、個人向けのガソリン販売の

上限は100リットル、ディーゼル燃料については200リットルとされている。 
 
2026.06.23 
シベリア各地でガソリン販売制限 
６月23日付Kommersantによると、シベリア各地域で相次いで容器によるガソリン販売が禁止され、自動車の燃

料タンクへの直接給油についても上限が設けられている。各地域当局は、燃料は不足しておらず、販売制限は買

い占めや投機買いを防止するための措置であると説明している。オムスク州では６月22日夜から州内全域のガソ

リンスタンドで販売が制限された。現在同州のガソリンスタンドでは自動車の燃料タンクへの直接給油のみ可能と

されており、ガソリン給油の上限は１回につき40リットル、ディーゼル燃料については80リットル（幹線道路沿いで

は200リットル）とされている。ノヴォシビルスク州当局も販売制限により燃料市場における投機買いを阻止する意

向を示している。同州のアンドレイ・トラヴニコフ知事は、「一部の近隣地域でもガソリンスタンドにおける燃料供給

が制限されていることから、我々も投機買いを阻止するため同様の措置を取る必要があることは明らかだ」と語っ

た。イルクーツク州のイーゴリ・コブゼフ知事も22日、イルクーツク市内では一部のガソリンスタンドでガソリン販売

が制限されている他、完全に営業を停止しているガソリンスタンドもあると述べた。 
 
2026.06.24 
ノルドストリーム２の事業会社、EUによるパイプラインの収用に相当すると主張 
６月24日付Kommersantによると、ガスプロム子会社で、稼働停止中のガスパイプライン「ノルドストリーム２」の事

業会社であるNord Stream 2 AGは、ロシア産ガスの排除に関するEUの決定は収用に等しいとして、その撤回を

求めてEUを提訴した。スイスに登記されている同社は、４月27日にEU一般裁判所へ提訴した。Nord Stream 2 
AGは、EUの決定によってパイプラインの「商業利用の可能性」が奪われるため、補償を伴わない収用に等しいと

主張している。また、訴状では、ロシア産ガスの輸入禁止は事実上の対ロシア制裁に当たり、その採択にはEU加

盟国すべての承認が必要であると指摘している。さらに、「誤った法的根拠に基づいて採択されたものであり、こ

の決定は無効である」と主張している。公開された訴状によると、ガスプロム傘下のNord Stream 2 AGは、EUに

よるロシア産ガスの段階的排除措置の撤回を求めている。 
 
2026.06.25 
ロシアの24地域でガソリン販売制限、物流に影響 
６月25日付Kommersantによると、燃料問題を受けて、物流関係者は業務プロセスの変更を迫られ、企業も出張

計画の調整を余儀なくされている。ロシアの24地域で燃料の販売制限が導入されており、その中には中央部、シ
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ベリア、ウラル地方、南部のほか、国際輸送回廊を結ぶ主要な物流拠点も含まれる。現在、給油制限は各地域レ

ベルでも、石油会社によっても実施されている。物流市場関係者によると、大手石油会社の半数が、法人向け燃

料カードによる１日当たりの給油量を制限している。制限量はガソリン50～60リットル、ディーゼル燃料200～250
リットルである。さらに、新規カードの発行も停止されている。専門家は、この量では長距離輸送には不十分だと

指摘している。ガソリンスタンドでの制限により、運送業者は新たな供給業者や燃料アグリゲーターとの契約を余

儀なくされている。 
 
（２）その他 

2026.06.18 
ズヴェズダ社の２隻目の北極圏向け巨大船、ロシアの石油等輸送船隊に加わる 
６月18日付Oilcapital.ruによると、沿海地方のズヴェズダ造船所で、LNG輸送用Arc７級ガスタンカー「コンスタン

チン・ポシエト」号の引き渡しが行われた。同船は北極圏向けガスタンカーシリーズの２隻目で、１隻目は2025年
末に進水した「アレクセイ・コスイギン」号である。両船はソフコムフロートが発注したもので、同社は、「コンスタン

チン・ポシエト」号を長期定期用船契約に基づき、制裁対象となっているアークティックLNG２プロジェクト向けにノ

ヴァテクが生産するLNGの輸送に投入すると発表している。これらの船舶は、北極海航路における通年航行を支

えることを目的としている。Arc７級ガスタンカーは、砕氷船の支援なしに厚さ２ｍの氷を砕きながら航行できる。各

タンクの積載容量は17万2,000㎥超である。船体は全長300ｍ、全幅50ｍ、載貨重量８万1,000ｔという大型船で、

推進機関の出力は60メガワットに達する。この出力は、人口３～４万人規模の都市への電力供給や、モスクワ～

サンクトペテルブルク間の道路に設置されたすべての街灯を点灯できる規模に相当する。アジマススラスターは

国産で、サプフィール工場が製造した。ズヴェズダ造船所は、極東の造船拠点として沿海地方ボリショイ・カーメニ

市に、ロスネフチェガス、ロスネフチ、ガスプロムバンクが出資している。同造船所への主要な発注はロスネフチに

よる28隻である。また、ソフコムフロートは18隻を発注しており、そのうち15隻が北極圏向けガスタンカーとなって

いる。同造船所の受注残には、原子力砕氷船、革新的なシャトルタンカー、補給船など、60隻以上の各種船舶が

含まれている。 
 
2026.06.19 
ロスネフチ、ズヴェズダ向け製鉄所が2029年操業開始へ 
６月19日付Kommersantによると、沿海地方では、ズヴェズダ造船所向けの製鉄所が2029年に操業を開始する

予定である。ロスネフチのイーゴリ・セチンCEOが年次株主総会で明らかにした。同氏によると、建設中の製鉄所

はズヴェズダ造船所に隣接して建設され、同造船所と一体的に運営される。年間生産能力は150万ｔで、主力製

品は幅最大4.5ｍ、長さ最大24ｍの大型鋼板となる。大型鋼板を使用することで船体の溶接箇所を最小限に抑え

られるため、造船工程の短縮と構造の信頼性向上が期待される。セチンCEOは、ロシア製鋼板がサイズと物理・

機械的特性の組み合わせにおいて「外国製の同種製品を大幅に上回る」と述べた。また、この製鉄所では石油・

ガス幹線パイプライン向けの大口径鋼管も製造する予定で、その生産能力は年間30万ｔに達する。同氏は、この

プロジェクトによって地域で3,800人以上の雇用が創出されるとの見通しを示した。ズヴェズダ造船所は、沿海地

方ボリショイ・カーメニ市に立地するロシア最大級の造船所で、主要顧客はロスネフチである。同造船所は2030年
までに、ロスアトム向けリーダー級原子力砕氷船の１番船「ロシア」を建造する計画である。このほか、アークティッ

クLNG２向けのArc７級砕氷能力強化型タンカー15隻と、ロシア科学・高等教育省向けの調査船２隻を建造中で

ある。 
 
2026.06.20 
各銀行、2030年までのVisa・Mastercardから「ミール」への移行を推進 
６月20日付Primeによると、多くのロシアの銀行は、Visa、Mastercardから「ミール」への円滑な切替えに向けた

作業を進めている。ただし、一部の金融機関では、その完了は2030年以降になると見込んでいる。ロシア国内で

はミールが主要な決済カードとなっており、決済取引全体に占めるシェアは75％に達している。一方、制裁発動前
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に発行されたVisaやMastercardのカードも引き続き利用可能であり、その決済処理はミールの運営主体である

NSPK（国家決済カードシステム）が担っている。NSPKは、これらのカードによる決済に適用される銀行間手数料

率について、2027年初めに１％へ引き下げ、2028年初めにはゼロとする案を示している。ズベルバンクは、「当行

はすでに顧客のミール・カードへの移行を計画的に進めているが、これだけの枚数のカードを短期間で置き換え

ることは不可能だ。期限切れミール・カードの流通停止についてNSPKが設定した期限と同様、少なくとも2030年
まで段階的に移行するのが最適と考えている」と説明した。また、T-バンク関係者は、現時点でも顧客のおよそ

15％がVisaやMastercardなどの国際決済システムのカードを日常的に利用しているものの、その割合は年々低

下していると述べた。同関係者は、「国際決済システムのカードは自然な形でポートフォリオから姿を消しつつある。

『ミール』カードへの切替えはかなり速いペースで進んでおり、これをさらに加速させる必要はない」との見方を示

した。一方、VTB（ヴネシトルグバンク）は、「国内決済システムへの移行を一貫して進めている。2025年だけでも

カード全体のおよそ３分の１をミールへ切り替えた。このプロセスは自然かつ円滑に進んでいる」と説明している。 
 
2026.06.22 
2026年５月のロシアの中国からの乗用車輸入額が13億ドル超に 
６月22日付Interfaxによると、2026年５月のロシアの中国からの乗用車輸入額は前月比25.8％増の13億3,000
万ドルに達した。中国税関総署のデータおよびInterfaxの推計によると、この金額は2025年10月以来最高となっ

た。2026年１～５月の輸入額は50億ドルで、前年同期に比べて120％増加した。また、同年５月の中国からのトラ

ック輸入額は50％以上増加して１億430万ドルとなり、今年最高を記録した。2026年１～５月の輸入額は前年同

期比61.1％増の３億4,530万ドルに上った。５月の中国からの自動車部品・付属品輸入額は9.5％増の２億3,040
万ドル、同年１～５月は前年同期比5.1％増の９億5,100万ドルであった。 
 
2026.06.24 
ロシアのEU向けアルミニウム輸出が4.5分の１に減少 
６月24日付Kommersantによると、ユーロスタットのデータでは、2026年１～４月にEUがロシアから輸入した未加

工アルミニウムは6,360万ユーロ相当で、前年同期の約4.5分の１に減少した。この期間にロシア産アルミニウム

を輸入したEU加盟国は、ポーランド（170万ユーロ）、イタリア（77万ユーロ）、ギリシャ（53万4,000ユーロ）の３カ

国のみであった。一方、2026年５月のロシアのEU向けアルミニウム輸出額は、前月比2.7倍の300万ユーロとな

ったものの、前年同月比では21分の１の水準にとどまった。ユーロスタットのデータによると、2026年５月の輸入

額ベースでは、ロシアはEUのアルミニウム輸入相手国として30位台だった。ちなみに１年前は９位を占めていた。

EUへの主な供給国は、ノルウェー（３億1,030万ユーロ）、アイスランド（１億5,770万ユーロ）、モザンビーク（１億

1,650万ユーロ）、バーレーン（１億1,300万ユーロ）、UAE（１億630万ユーロ）であった。 
 
 
2026.06.25 
App StoreからのVKアプリ削除をめぐる状況 
６月25日付Kommersantによると、Appleは事前の予告なく、VKホールディングの複数のアプリをApp Storeから

一方的に削除した。VKの広報部が発表した。今後、これらのアプリはApple製端末へのダウンロードやアップデー

トができなくなった。対象となったのは、Zen、VK Video、VK Messenger、VK Music、VK Znakomstva、
Odnoklassnikiである。 
VKの立場 
・VKは、これまで一度も制裁対象となったことはなく、制裁リストに掲載されたこともないと指摘した。この点は、国

際法および米国法の専門家による多数の見解によって確認されているという。 
・同社は、Appleはかなり以前から、法律家による正式な見解や必要な情報をすべて把握していたと説明した。 
・VKはまた、ロシアのユーザーに対するAppleの対応には何の根拠もなく、容認できないとの見解を示した。 
情報技術・通信省の声明 
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・同省は声明で、App StoreからのVKアプリ削除は政治的動機に基づく決定であると述べた。 
・同省は、制裁上の要件が存在することについて、Appleから根拠を明示した説明を受けていないと指摘した。 
・米国の法律事務所などから得た見解に基づき、同省はVKアプリをブロックする根拠はないと確認している。 
・同省は、App Storeからのロシア製アプリ削除は、ロシア製アプリによって市場から締め出されつつある外国プラ

ットフォームの利益を守るための不公正競争の表れであるとみている。 
クレムリンの反応 
・ドミトリー・ペスコフ大統領報道官は記者会見で、ロシアは、VKおよび関連サービスのアプリが削除された件につ

いて、Appleからの説明を待っていると述べた。 
・同報道官は、そのような説明がなされない場合、同社との今後の協力関係について結論を出すことになると述

べた。 
・同報道官は、VKとそのサービスを積極的に利用している人々は、Appleから代替システムであるAndroidへ移行

せざるを得なくなるだろうと付け加えた。 
・同報道官は、VKアプリおよび関連サービスを削除するというAppleの決定は不可解であり、ロシア人だけでなく、

世界中の数千万人のロシア語話者ユーザーにも影響を及ぼしていると強調した。 
 
 
３．制裁関連 
 
2026.06.20 
ロシアの凍結資産を利用したウクライナ向け武器購入法案が米国で提出 
６月20日付TASSによると、米国上院議員グループは、国外で凍結されているロシア資産を活用してウクライナ向

けの武器を購入することを定めた法案を上院に提出した。同法案には、ロシア中央銀行の凍結資産やその他の

ロシア国家資産を、その財源として活用することが盛り込まれている。法案は、没収したロシア資産をウクライナ

の軍備増強や戦闘能力の維持に充てることを目的としており、民主党のティム・ケイン議員（バージニア州選出）、

クリス・クーンズ議員（デラウェア州選出）、シェルドン・ホワイトハウス議員（ロードアイランド州選出）のほか、共和

党のジョン・コーニン議員（テキサス州選出）、ロジャー・ウィッカー議員（ミシシッピ州選出）、チャック・グラスリー議

員（アイオワ州選出）が共同で提出した。 
 
2026.06.20 
ルクオイルの国外子会社、英国から支払いの受取りは認められるも、親会社への送金は不可 
６月20日付Oilcapital.ruによると、英国の制裁規制当局である金融制裁執行局（OFSI）は６月19日、ルクオイル

の国外子会社Lukoil International GmbHに対するライセンス条件を緩和し、英国の取引先が凍結口座に振り込

んだ支払いを同社が受け取ることを認めた。これまでは、すべての入金は凍結口座にのみ振り込まれるか、当該

子会社の所有者が変更されるまで凍結されることになっていた。今回の修正によりこうした制限は撤廃されたもの

の、OFSIは、この緩和措置によってロシアの親会社への送金が可能になるわけではないと強調している。当該ラ

イセンスは2025年11月から有効で、その後、複数回延長されており、現時点では2026年８月25日まで効力を持

つ。英国規制当局が態度を軟化させた背景には、ルクオイルの国外資産の引き受け先探しが続いていることがあ

る。2025年10月末に英国と米国の双方の制裁リストに掲載されたルクオイルは、国外に保有する資産を売却す

る意向を表明し、その直後には国際的トレーダーであるGunvorが買収に関心を示していることも明らかになった。

Lukoil International GmbHのポートフォリオには、ブルガリアおよびルーマニアの製油所、欧州20カ国に広がる

ガソリンスタンド網、ブルガリア、ルーマニア、オランダの製油所、さらに世界各地の上流（アップストリーム）部門

の資産が含まれている。 
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【ロシア進出企業情報提供ポータルを併せてご活用ください】→ https://www.jp-ru.org/ 
※「ビジネスニュースクリップ・データベース」→ https://www.jp-ru.org/db/form_biz/ 
 （本誌第１号からの過去記事をすべて検索できます。） 
※「ロシア制裁関連法規データベース」→ https://www.jp-ru.org/db/form_law/ 
（本誌でこれまで紹介したロシア連邦法・大統領令・政府決定等を検索することができます。） 

※「ロシア進出企業動向データベース」 
  ✓親会社情報検索→ https://www.jp-ru.org/db/corporation 
  ✓ロシア現地法人情報検索→ https://www.jp-ru.org/db/corporation_ru/ 
 （欧米企業を中心としたロシアへ進出している外資系企業に関する基礎情報および活動状況） 
 

◇◆◇  
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